
    
様式 C-7-2 

自己評価報告書自己評価報告書自己評価報告書自己評価報告書    

平成 23年 4月 27日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
研究分野： 社会科学 

科研費の分科・細目：法学・公法学 
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１．研究計画の概要 
 第一年度に、我が国の租税判例の調査を通
じ、どのような立法資料がどの程度参照され
たかを探り、また、違憲審査基準を整理する
ことで、解釈論からの租税立法過程の民主的
統制の強化を押し進めるための基礎的な研
究を行う。 
 第二年度は、米国の調査研究を行う。租税
立法過程に関する基本文献の収集と読み込
みを行う。 
 第三年度は、英国の調査研究に取り組む。
我が国と同様に議院内閣制を採る英国にお
ける租税立法過程を描写した我が国の既存
研究は非常に限られており、その記述自体で
も学術的貢献に繋がると期待される。 
 第四年度は、研究のとりまとめに当てる。
これまでの議論の整理を通じ、特に我が国へ
の具体的な示唆へと論を展開することが課
題となる。 
 
２．研究の進捗状況 
 初年度に、英国の租税立法過程に関する近
時の基礎的情報を、英語文献の研究会での報
告とその翻訳の公刊を通じて得た。さらに、
我が国経済産業省の国際租税小委員会に委
員として参画することを通じ、我が国の租税
立法過程の重要な一部を成す各省要望の形
成過程を観察する機会を得た。米国に関して
は、CFC税制の経緯を探る中で、その立案過
程を掘り下げた。 
 第二年度には、特にわが国で近時改正の必
要性を巡る議論の盛んな外国子会社合算税
制をめぐる米国の Subpart F 立法の経緯と仕
組みを追跡することで、より具体的な考察を
行った。また、国際課税立法に関しては、OECD
等の国際機関を通じた国際的な制度の収斂

が期待されているところ、今後各国で立法措
置が必要となる事業再編に係る移転価格問
題に関し、OECD へのわが国経済界の意見提示
の過程に関与することで、その実情について
の参与観察的な機会を得ることができた。 
 第三年度には、近時、同国の国際課税の分
野での主要課題の１つとなっている国外所
得免除方式の恒久的施設への拡張、実体単位
のタックスヘイブン対策税制の租税回避防
止立法への純化、研究開発拠点を国内に維持
する諸提案の動向を詳細に追跡することに
より、英国の国際課税立法の制定過程の客観
的描写に取り組んだ。英国では、主要な租税
立法の改廃に際しては、英国財務省・歳入関
税庁の手に成る諮問文書が作成され、これが
広く公開されて、国民の意見を募り、法令に
反映させる制度が確立している。実際、事業
の国外流出を懸念し、これに対抗するために、
earn-out charge と称される、いわゆる所得
相応性基準に相当する制度の導入を提案し
たが、納税者からの、遡及的課税への強い懸
念が寄せられ、改訂された諮問文書では、
earn-out charge の提案は撤回されて、タッ
クスヘイブン対策税制による対処へと方向
転換を遂げている。このように、英国の公開
諮問の制度は、立法過程への国民の参加と民
主的統制を強化している。 
 
３．現在までの達成度 
 ② おおむね順調に進展している。 
我が国における国際課税分野等における

大きな制度改正があり、これに関係する英国
（欧州）・米国における改正動向を一定程度
追跡することができた。 
 初年度に、英国の租税立法過程に関しタイ
ムリーな文献について調査する機会を得た
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ため、当初予定とは完全には合致しない順序
になったが、英国の租税立法過程に関し、近
時の基礎的な動向を知る機会を得た。また、
我が国における租税立法過程に実際に参画
する機会を得たことは、本研究の初年度とし
てはこの上ない経験となった。 
 米国連邦議会では、通例、下院歳入委員会
報告書、上院財政委員会報告書、両院協議会
報告書、さらに、両院税制委員会の報告書と
成立した法律に係る「一般的説明」が参照で
き、これら（特に両院税制委員会報告書）は
解釈への影響力も大きく、租税法の趣旨解釈
を予測可能性を担保する形で支えている。も
っとも、委員会報告書には、特定の納税者を
救済するべく意図された脚注が付されるな
ど、特定の納税者の働きかけの成果あるいは
特定の納税者への配慮と目しうる歪みが生
じうる点の問題が指摘されている。 
 我が国において、透明性を欠くのは行政上
の準則（命令、通達等）の制定過程であると
ころ、そこへのかかる公開諮問の制度の導入
は、現状を多少なりとも改善するものと期待
されるところである。来年度は、米国の制度
を参考に、行政上の準則の民主的統制を巡る
議論について、掘り下げることを予定してい
る。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 最終年度である今年度は、研究のとりまと
めが主たる目標となるが、それに先立ち、米
国の租税法に係る行政立法の統制の問題に
取り組むこととする。これは、我が国で、も
っとも立ち後れている領域であり、行政手続
法の適用除外の合理性について、踏み込んだ
検討を行うために是非とも必要な作業であ
ると考える。 
 また、(社)経済団体連合会 21世紀政策研究
所の研究委員、(社)日本租税研究協会国際課
税研究会の委員を継続しており、大企業を中
心とする納税者の租税立法過程への働きか
けに参与観察的に関与を継続している。後者
においては、税法の立案当局者との意見交換
を通じ、租税立法過程の現状に係る情報の一
端に触れる機会を維持している。 
 本年度も、これらの情報チャンネルを維持
し、米・英の示唆をまとめ、我が国への具体
的な提言へと繋げねばならない。 
 
５. 代表的な研究成果 
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